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研究 ノ ー ト ・ もうひ とつ の 「赤 と緑」の 実験

一
社会政策， 特 に ベ ー

シ ッ ク ・イ ン カ ム を め ぐる議論を中心 に
一

小　野

　　　Eine　andere 　Seite　des　rot −grtinen　Experiments？

Die　Sozialpolit孟ksdebatte　in　den　80er　Jahre皿 haupts註chlich 曲 er　Grundeinkommen．

ONO 　Hajime

1． は じめに

　社会政策は ， 緑の 党の イメ
ージ とはす ぐに は結び つ か な い の か もしれな い 。 しか し 「社会

的」と い うこ とは
， 「エ コ ロ ジー」， 「基底民主主義」， 「非暴力」と い っ た 原則 と並ん で

， ドイ

ッ の 緑 の 党の 設 立以来の プロ グラ ム的柱 の ひ とつ で あ る 。 社会政 策をめ ぐる80年代 の 議論 に

お い て ，緑の党 は，ベ ー
シ ッ ク ・イ ン カ ム ，労働時間概念，社会政策に お ける男女平等，社

会的自助な どの 新 しい 論点を持 ち込み ， 既存 の福祉国家の あ り方を 「左 か ら」問い 直すべ く，

多大 な理論 的貢献をな して きた 。

　緑の 党に よれば
， 資本に よ る労働の 搾取を緩和 して も， 単に それ を自然の 搾取に 置き換え

るだ けなら意味はない 。 「自然 も人 間 も搾取する こ と の ない福祉」と い う目標 が掲げ られ るが ，

そ れは労働志 向 ， 経済成 長志 向， 近代化志向の社会福祉政策を追求 して きた SPD （ドイッ 社

会民主 党）に と っ て は ， 理論的 な挑 戦 となる 。 福祉 にお ける国家主 義や 官僚主義 も ， 批判の

対象 とな っ た 。 従来の 方式で は ， 組織労働者や公務員が新 たな特権 集団 を形成す る
一方で ， 女

性や貧困者や年配者 （すなわち労働 しない ，ない しは で きない 者）が等閑視されかね ない 。 緑

の 党は ， 社会政策分野 にお い て も， 現状 へ の オ ル タナ
ー

テ ィ ブ を提示で きる 唯
一

の 勢力 と思

われ たの で ある （Gohr，2002，　S．7．）。

　緑の 党の 社会政策と い う 「忘れ られた テ
ーマ 」の 再発見は ， ア ン トニ ア ・ゴ ール の 一

連の

論文に よる とこ ろが 大 きい
。 80年代の 緑の 党を分析対象に した 彼女の 論 文 （2002 年）は

， そ

の 思想的特質を ， 新社 会運動起源の 小 グ ル ープ ， フ ェ ミ ニ ズム の 社会国家批判 ，
エ コ ロ ジ ー
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的社会政策論の 観点か ら析出 した後 ， 緑の 社会政策論の 核心 をなす労働時間概念 と ベ ーシ ッ

ク ・イ ン カ ム に つ い て 論 じる 。 こ うした思潮は ，当時の SPD に影響 を及 ぼ した もの の ，あ く

まで も労働中心主 義的な価値観に立 つ SPD に は，緑の党の よ うな ラデ ィ カ リズム を貫 くこ と

は で きな い 。 そ うした立場を よ く表して い る の が ペ ー
タ
ー ・

グ ロ ッ ツ の 時事的論文 （1986年）

だが ，
こ れは同時 に ，

ベ ーシ ッ ク ・イ ン カ ム 論の 到 達水準 とその 限界 を示唆す る論稿で もあ

る 。

　本稿で は ， 上述の 2本の 論文を手が か りに ， 80年代 にお ける SPD と緑の 党の社会政策 コ ン

セ プ トを比較検討する 。 それに よ り， 労働 時間政策や ベ ー
シ ッ ク

・イ ン カ ム 論 に象徴 される

オ ル タナ ー
テ ィ ブ な社会政策 ，

い わ ば もうひ とつ の 「赤 と緑」の 実験 を評価す る理論的視座

が得 られ よ う。 なお本稿 は ， こ の 方向で の 論究を始め る にあた っ て の 研究ノ ー トで ある 。 分

析 は必ず しも十分に深め られ て はお らず ， 事象に つ い て の 評価も研究の進展に つ れて 変わ り

得 る もの で ある こ とを ， あ らか じめ断 っ て お く。

2． 80 年代緑の党の 社会政策　　ア ン トニ ア ・ ゴ ール の 論文よ り

2． 1．社会 政策 的基本 コ ン セプ ト

　社会福祉国家の 後退で も現状維持で もない 「第三 の 道」を模索する緑の 党の 社会政 策に は
，

最低限所得保障と社会的 自助 とい うふ た つ の キー
ワ
ー ドが ある 。 すなわ ち ， 同党の 社会政 策

上の 基本 コ ン セ プ トは ， より少な い 国家 ， 社会福祉国家に内在する女性の 不利益 ，
エ コ ロ ジー

的社 会福祉国家 とい っ た ， 70年代以 来の新社会運動 にみ られた諸潮流 を反映 して い る 。

　第
一

の 論点は，社会にお ける小 グル ープの ネ ッ トワ
ークを重視 し，で きる限 り国家介入 を

排 した社会政策 ，
とい う構想で ある 。 こ こ に は

，
ア マ チ ュ ア リズ ム

， 非中央集権主義 ， 脱官

僚主義 ， 地方自治体重視 などが 属する 。 緑の 党の掲げる 「エ コ ロ ジー
的社会政策」とは ， 「官

僚主義的社会 政策」へ の ア ンチ テ
ーゼ で あ り， 国家 は市民の 社会的 自助 を妨げな い ように ， 控

えめな態 度 をとるべ きだ とされる 。 福祉 国家 へ の 依存 的な態 度 に対す る批判 は ， 「生活 世界の

植民地化」の 危険を警告 した ハ ーバ ーマ ス らの 議論 とも通底する 。 地域 にお ける 「エ コ ロ ジー

共同体」の 拡張が推奨され ， 地方 自治体 に は ， 補助金 ， 貸付金 ， 保証契約 ， 活動場所の 提供

な ど とい っ たか た ち で ， オ ル タ ナ
ー

テ ィ ブ 的 自助 グ ル ープ を援 助す る こ とが 求め られ る

（Gohr，2eO2，　S．10．）。

　こ の よ うな脱国家主義的な発想は
， SPD の 側で も反響 を呼ばなか っ た わけで はない が ， 既

存の社会福祉の 中にその よ うなア イ デ ア を統合す る こ とは ，困難 を極め た 。 自助，自己責任，

非中央集権主義 ， 脱 国家化 とい うこ とは ，
カ トリ ッ ク 的社会観 との 親和性 ゆ えに ， む しろCDU

（キ リス ト教 民主 同盟）にお い て比較 的容 易 に受容 され得 る 。 事実 ， 自助 グル ープの促進 プ ロ

グラ ム を他に先駆けて 実施した ベ ル リン で は，当地の CDU が ，オ ル タナーティ ブ運動 とキ リ

ス ト教民主主義の 共通性 を強調 して い た 。
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　しか し緑の 党 の 姿勢 に は ， ア ン ビ バ レ ン トな とこ ろ が ある 。 環境 政策で は強 い 国家 に よる

規制 を求めなが ら ， 社会生活の 領域で は 国家介入の 最小化 を求め たか らで ある 。 こ の 矛盾は，

社会的再配分要 求が ラ デ ィ カ ル になれ ば なる ほ ど顕著 に なる 。

　第二 の 論点に 関し ， フ ェ ミ ニ ズム 運動 は当初 よ り緑 の 党 と近 い 関係 に ある 。職場 にお ける

男女差別や 性役割分業 は ， 賃金労働 を基礎 とする社会保障に よっ て は埋 め合わせ られ ない ば

か りか ， む しろ 固定化 され る とい う認識 の 下 ， 緑の 党 は
， 個人単位の 基礎的所得保証 に よ り

性の 不平等 を克服 し よ うとする 。

　第三 に ， 緑の 党に あっ て は エ コ ロ ジーと社会政策は不可分の もの として 統合 されて い る 、 そ

こ に は，従来 は福祉 国家の 源泉 とされた経済成長 に対 す る懐疑的態度 があ る 。 支持者の 多 く

が脱物質主義的 に思考 し，
エ コ ロ ジー優i位 が 明 らか な緑 の党 にお い て ， 社 会政策をそれ と矛

盾 しない もの と して 受容す る理論的根拠 は こ こに 求め られる 。 「持続可能性」を基本理念 に ，

「産業社会の 自己抑制」や 「質的成長」が，緑の 党の 社会政策論議の キーワ ー ドとなる 。

　 こ れ に対 して は ， 社会的公正 に無頓着な中産階級の 議論だ ， との批判 もあ ろ う。 また ， 経

済成長 へ の 懐疑 とい うの は ， 解 きが たい ジ レ ン マ で はな い の か 。 「質的成長」は ， 無秩序 な成

長政 策へ の オル タナー
テ ィ ブで はあ るが ， 成 長戦 略 で ある こ と には変 わ りな い か らで あ る

（Ebd ．，　S．15．）。

　 エ コ ロ ジーや 経済成長批 判は ， 80年代の SPD に も受容された 。 そ こ に は ，
エ ア ハ ル ト・エ ッ

プラ
ー

，
ヨ ハ ノ

・
シ ュ トラ ッ サ ー

， オス カー ・
ラ フ ォ ン テ

ーヌ な どの 論 客が い た 。 しか しSPD

の 社会 政策上 の コ ン セ プ トは経 済成長戦 略に立脚 す る もの で あ り，緑の 党 の 基本理念 とは
一

線 を画 する 。 「労働 と環境」政策に もみ られる よ うに ， SPD の 戦略は ， 将来 にお ける環境 ビ ジ

ネス の 発展 に期待す る もの だ っ た 。

2．2．労働時間政策 お よび基礎 的所 得保証

　緑 の 党の 社会政策 コ ン セ プ トか ら の 具体的政策提言 の ひ とつ として 労働時間 （時短）政策

が ある が ， そ こ に は 3 つ の 改革意図が ある 。 第
一

に ， 時短 ＝ ワ
ー

ク シ ェ ア リ ン グに よ り雇用

問題の解決 を図る こ とだが ，それ には ， 失業問題か ら来 る経済成長圧 力を緩和する効果 も期

待 で きる 。 第二 に ， 時短 （基礎 的所得保証付 き）に よ り余 っ た 時 間は ，
フ ル タイム 労働 者の

社 会参加 を促 した り，職業労働 以外の 社会的有用 活動 に向け られ る 。 第三 に時短 は ，性役

割分業 を克服 し，ジ ェ ン ダ
ー
平等 な協力 関係 （職業労働で ある と否 とを問わ ず）を構築する

前提条件 となる 。

　 1984年 ， 緑の 党 は労働時 間政策に関 わる法案を提出 した 。 そ の 核心 をなす 「時短オ プシ ョ

ン」と い う考え方 に よ れ ば ，労働者は それ ぞれ の 都合に応 じて 時短モ デル をフ レキ シブ ル に

選択で き ， か つ フ ル タイム 労働 へ の 復帰 も保証されて い る。 どの 程度の 労働時間を望むの か

は その 人が ライ フサ イク ル の どの段 階 に ある の か に よ っ て も異なる が ，
こ の方策は ， そ うし

た意味で の 自己決定権を実 質化 しよ うとする もの で ある 。 ただ し時短 とい っ て も ，
コ ス ト削

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Kogakuin University

NII-Electronic Library Service

Kogakuln 　 Unlverslty

64 工 学院大学　研究論叢　第44 −
（2）号

減 を意図 した 企業側の 労働時間柔軟化政策 とは全 く異な るた め ， 緑 の 党は こ の 年妥結 された

労働協約に は懐疑的で ある 。 フ ル タイム労働 を基調 とする労働 モ デル は労働者保護の 要で あ

り， オ ル タナ
ー

テ ィ ブな労働モ デ ル に あっ て も ， 集団的な労働時問規制は等閑視 されて は な

らない の だ とい う （Ebd ．，　S．20．）。

　連邦議会 に提出された緑の 党の 労働 時 間法案は
， 与党連合 （CDU ／ CSU ＋ FDP ） と SPD

に よ り拒否 され た 。 同時に そ れ は労働組合か ら も批判され たが
， 焦点 とな っ た の は ，賃金補

償 をめ ぐる立場の違 い で ある 。

一
部の SPD 政治家や 労働組合は ， 100％の 賃金補償が ある場

合 にの み時短 に応 じられる とい う立場だ っ た 。 緑 の 党案で はこ の 点に つ い て の 言及はない が ，

それ に先 行す る 「失業対 策の ための 緊急 プ ロ グラ ム 」で は ， 低
・中所得者層 に対 す る賃金補

償が 盛 り込まれて い た 。
つ まり比較的高収入の 労働者層へ の賃金補償は予 定されて お らず，緑

の 党の 時短政 策は ， 労働者階層内部で の 上 か ら下へ の所得再 配分 と結びつ い て い たわけであ

る 。 こ れが労働組合 の 受け入 れる とこ ろ とな らない の は明 らかで ある 。 緑の党の側か らも ， 労

働組合の 限界 （男性 フ ル タイム 労働者の 利益代 表）に対 す る批判が 聞かれ た 。 こ うした事情

もあ っ て緑の 党の 労働時間法案は ， 党 内で も多数派形成可能な もの とはな らなか っ た が ， 最

終的に は労働組合の路線に接近する方向で収束 して い く （Ebd ．　S22．）。

　実際 の 政策 として は実現 しなか っ た時短政策で はあ るが ， 80年代の SPD に思想 的影 響を及

ぼ した こ と は事実 で ある 。 ラ フ ォ ン テ
ー

ヌ は賃金補 償 な しの 時短 を提 案 し ，
ベ ル リ ン綱領前

夜の 議論の 高ま りの 中で労働概念そ の もの の 問い 直 し もな された 。 緑 の 党の 労働時間概念 は

そ うした議論に ひ な型 を提供 した ， とも言 い 得る だ ろ う。

　時短 ＝ ワ
ー

ク シ ェ ア リン グは ， 単なる労働市場政策を超 え，市民の 社会参加や男女平等の

前提条件 と なる べ き もの で あ る 。 そ こ には ， 既存の 社会政 策にお ける賃金労働 （お よび そ れ

を基礎 とする保険料 ・賦課金）へ の 依存性 に対する批判的態度が ある 。 こ の 考えを推 し進め

て い くと ， 就労の有無や収入，社会的地位や 年齢な どの 別 な く，すべ て の 人に 最低 限の 所得

を保証 しようとい う政策 ， すなわ ちベ ー
シ ッ ク ・イン カ ム に行 き着 く。

　 ベ ーシ ッ ク
・イ ン カ ム 論 に 関 して は ， 理論 的 に は次 の 点が重要で あ る 。 第

一
に それ は ， 職

業労働に従事 しな くて も所得の 得 られる道 を制度化する とともに ，社会的に有用だが 無給の

労働 を組織化する 。 それ に よ り， 緑の 党が標榜する ， 草の 根ネ ッ トワ
ーク を通 ヵた ボ ラ ン タ

リ
ーな社会 的関与が促進 され る とともに ， 経済成長思考の相対化 に よる エ コ ロ ジー政策上 の

効果 も期待 される 。 だが ， 労働 と所得の 切 り離 しを前提 に した最低限所得保証制度 の創設は ，

勤労お よび社 会的サ ービ ス の 対価性 と い う既存の 秩序や価値観 に大 きな見 直 しを迫 る もの で

ある ゆえ，激 し い 論争の 避けられ ない 問題提起で ある 。

　第二 に ， 個人単位の 基礎的所得保証は ， 出産・子育て や 家事労働 とい っ た ア ン ペ イ ド・ワー

クの 再評価や ， 社会福祉 制度 に内包された性 の ヒ エ ラ ル ヒ ーの 克服の ために も有用で ある 。 第

三 に ベ
ー

シ ッ ク・イ ン カ ム は
， 徹底 した 脱商品化政 策で ある 。 緑 の 党 は

， 「市場 にお ける労働

の 解放」に と ど ま らず ， 「市場か らの 労働の 解放」を も志向する の で あ り， その 意味で SPD の
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社会 政策 とは発想 を異 にす る 。

　慢性的な失業を前に
， 賃金労働を前提 とした社会政策へ の 疑義が広がる 中で

，
ベ ーシ ッ ク ・

イ ン カ ム 論は ， 政 治 ， 学問 ， 世 論の 各分野で 支持 を集め た （Ebd ．，　S．25．）。
　SPD で も， ラ フ ォ

ン テ
ー

ヌ の よ うに労働概念 その もの を問 い 直す ような論客が現 れた 。 だがその ような発想 は ，

労働中心主義的な SPD で は主流 とはな らなか っ た 。

　緑 の 党 の 側 に も， 批判 的意見 はない わ けで は なか っ た 。 例えば，ベ ーシ ッ ク ・イン カ ム は

労働市場か ら閉め 出され て い る女性 に と っ て は 「口止 め料」として作用する の で は な い か ， と

い っ た フ ェ ミ ニ ズ ム 運動か らの 懸念が そ うで ある 。 個人単位の基礎的所得保証を賃金労働 と

切 り離 して行 うとい っ て も ， それはあ くまで も賃金労働 の存在 を前提 と した上 での 話で あ り，

男女が平等に職業生活 に従 事で きる ようにな っ て は じめ て ，
こ の よ うな議 論 は意味 を持 っ て

くる 。 また，無業者へ の 基礎的所得保証に つ い て も留保的意見が 聞か れ た 。 SPD や労働組合

か らの 批判 は ， 党内に 「社会主義者」を も擁す る緑の 党内の 対立構 造 に影響 を与えずに はお

か なか っ たの で ある （Ebd ．，　 S．26．）。

　ベ ー
シ ッ ク・イ ン カ ム論 的 な発 想が部分 的 にで はあれ具体 的なかた ち を と っ て 現れた の は ，

年金改革をめ ぐる論 議で ある 。 もと もと緑 の 党 は ， 次 の ふ た つ を年金政策の 柱 にして い た 。 第

一
に，税金 で賄われ る基礎年金 で ある 。 これ は困窮度 とは無関係 にすべ て の 年金受給者 に支

払われる べ きもの だが ，
こ れだけで 月 1000マ ル ク以上 と ， 最低生 活水準を上 回る支給額 が設

定 されて い る 。 第二 の 柱 は ， 職 業労働従事者 の 賦課金 に よ り賄われ る ， 強制加入 の 追加 的保

険制度 で あ る 。 第
一

の 柱で無差別 な，か な り高水準の 基礎年金を要求 して い る こ とは
，

ベ ー

シ ッ ク ・イ ン カ ム の 理念の 反 映で ある 。 しか し第二 の 柱 をなす追加的保険で は
， 現役時代の

収入に よ り支給額 に差が 出て くる 。 い くら緑の 党 とい え ども，完全 に平等な年金 制度を提案

する こ とは ，
で きな い こ とが見 て 取 れ る 。

　ただ し， か な り普遍性 の 高い 年金制度が実現 した と して も， 本来 の 意味 で の ベ ーシ ッ ク・イ

ン カム には なお 及 ば ない 。 なぜ な ら対象が年金 を受給する 高齢者 に 限 られて お り， 国家に よ

る基礎的所得保証を云 々 す るな ら ， さ しあた り支給対象 を病気や 失業の 場合に も拡大 しなけ

ればな らない か らで あ る 。 1986年に緑 の 党は ， 「すべ て の 生活状 態 を対象 とした統合され た必

要性志 向基礎的社会保障 （lntegrierte　bedarfsorientierte　soziale　Grundsicherung　fur　alle

Lebenslagen ）」とい う考え方 を取 り入 れ た 改革案 を用 意 した 。 これ は
， 対 象範囲を拡大 して

い る とは い え ， 困窮度に 応 じた基礎的社会保障 とい う SPD モ デ ル へ の 接 近で あ り （Ebd ．，

S．28．），
ベ ーシ ッ ク

・イ ン カ ム 論を標榜して きた緑の 党と して は ， ひ とつ の 思想的タ
ーニ ン グ ・

ポイ ン トと言 うべ きもの で あ る 。

　緑の 党は，1987年連邦議会選挙以 降，こ の 改革プ ラ ン の 線で SPD と共同歩調 を とる こ とを

望ん で い た 。 だ が実際に は SPD は 緑の 党の基礎年金 モ デル を拒絶 し，む しろCDU ／ CSU 寄

りの立場 をとるこ とに な る 。 年金 とは生涯所 得の 安定化の ための 方策で あ っ て ，基礎的所得

保証が 目的で は ない とするCDU の 社会大 臣の 見解 に ，
　 SPD も同意 する とこ ろ があ っ た の だろ
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う。 ドイ ツ で は現役時代の 所得に連動し た老齢年金 の 伝統があ る ため ， すべ て の人 を対象 に

した 再配分プ ロ グ ラ ム よ りも， 既存の 年金制度 ， すなわ ち使途 を明確に指定 した賦課金 に よ

る方式の ほ うが受け入 れ られやすか っ たの で ある 。

2． 3．社会政策的イノ ベ ー
シ ョ ン政党 と しての 1980年代の 緑の党

　労働時間政 策や ベ ーシ ッ ク ・イ ン カ ム にみ られ る ような思想 的 コ ン セ プ トを概 観 した上 で
，

ゴール は ， 80年代緑の 党 は社会 政策分野 に おい て もイノ ベ ー
テ ィブな役割を果 た し ， SPD に

も多大 な影響 を及ぼ した の だ と述べ る 。 そ うした貢献を正当に評価 した 上で ，80年代緑の 党

の 社会政 策 コ ン セ プ トがそ の 後の 赤緑連合政権の 中で あま り実現 され なか っ たの は なぜ なの

か を問 うこ とが求め られ る 。 それに よ り， ともすれ ばエ コ ロ ジーな どの新 しい 政 治 にの み注

意が 向け られが ちな 「赤 と緑」の 実験 を トータ ル に評価する に際 して ，不可 欠の 理論的視座

が得 られ よう。 その 観点か ら示 唆に富む ゴ ール の 小 論文の 終章 （Ebd ．　S．31−35．）を，以下 に

訳 出して お く （省略 ・短縮あ り）。

　80 年代緑の 党は ， 社会政策分野 にお い て無為 だ っ たの で は ない 。 そ の 反対で あ る 。

　イノ ベ ー
シ ョ ンが ， 古い 問題を 「新 しく」定義 し直 し ， 新 しい テ

ーマ を政治 ア ジ ェ ン ダに

持 ち込 み ， 新 しい 利益や グル ープ を代表 し，有権者 を組織する新 し い 方法だ とすれ ば，緑の

党 は多 くの 点で SPD 以上 に イ ノ ベ ー
テ ィ ブ だ っ た。 新 しい 学問的発見が社会政策概念 に取 り

込まれ ，貧困お よ び生活状況に 関する研究や ジ ェ ン ダー研究の知見が ， 緑 の 党 の 福祉 国家批

判や解決策の 中に取 り入 れ られた 。

……女性 ， 失業者 ， 病弱者 ， 障害者などに対する社会的

不平等 を除去す るために ， 解放 と い うこ とに力点が置か れた 。 その 際 ， 緑の 党の 社会政策的

コ ン セ プ トは，経済成長志向，完全雇用イデ オ ロ ギー
， 職業労働中心 主義 とい っ た伝統的な

発想か ら断絶 して い る 。

　新 しい こ とを代弁する の は ， 緑 の 党 に と っ て は比較 的容易 で あ る 。

……国民 政党で あ る

SPD とは対照 的 に ， 比較的 同質な中 間層を代表する小政党 とし て の 緑の 党は
， ラデ ィ カ ル な

立場 をと り得る の で あ る 。

　緑の 党の福祉国家批判が経済成長志 向や 中央集権主義や 国家官僚主義に向か う時 ， 批判 の

矛先は主 として社会民主 主義モ デ ル に 向けられる 。 そ れゆ え緑の 党の 社会政 策は
，
SPD に

とっ て の チ ャ レ ン ジ ャ
ーを意味す る 。 緑 の 党の コ ン セ プ トの 多 くは，社会民 主主義の 発想 と

は両立 しない 。 とりわ け職業労働の 位置づ けに関 して は ，両者の 間で コ ン セ ン サス は得 られ

ない 。 緑 の 党が 完全雇用 へ の 期待か ら距離を置 き ， 労働 と所得の 切 り離 しを図ろ うとする の

に対 し，
こ の ような こ とはSPD の 多数派 に とっ て は問題外 で あ る 。　SPD と労働組合 が ， 緑 の

党 を ， 「産業社会か らの 撤退」 を唱 える反労働者的代弁者 とみ なすよ うに な っ て 久 し い
。

　 しか し，緑の 党の 側か らの 成長批判や ，福祉国家の 脱官僚主義化や ，
エ コ ロ ジー と福祉国

家の 結合 とい っ た こ とは ，次第に SPD の 社会政策論議に地歩 を占めて きた 。 さまざまな抵抗

は あ っ た もの の ， 緑の 党の コ ン セ プ トは SPD の 側で の 福 祉 国家改 造 の 試 みに 影響 を与 え ，
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SPD は ，左 派リ バ タ リ ア ン 的価値を部分 的 に取 り入 れた 。 貧 困 をめ ぐる議 論に して も ， 個 人

主義と社 会的 自助 の 強調 に して も ， 社会政策 プ ロ グラ ム へ の エ コ ロ ジ ー的観点 の 導入 に して

も ， ラ フ ォ ン テ
ーヌ に よ りなされた賃金補償な しの 時 短や労働概念再 定義の 提案 に して も， 上

述 した 緑の 党の コ ンセ プ トと酷似 して い る 。 だが その逆，すなわ ちSPD か ら緑 の 党へ の 影響

もあ っ た 。 労働時間概念 に して も （失業者）基礎的所得保証 と い う大胆な発想 に して も， 緑

の 党の側 に異論が なか っ た わけで はな く， 党 内対立 関係 に影響を与 えたの は ， 主 としてSPD

と労働組合 か らの 批判 だ っ た の で あ る 。

　社会 政策分 野 にお い て ，80年代 の SPD が 「右か ら の 感化」を受けた ， と い うの は 当た らな

い
。 社会民主主義陣営で は 70年代以来「保守的変容」が進行 した ， とい うイ ェ ン ス ・ボル ヒ ェ

ル トの テ
ーゼ は ，

い さ さ か誇張で あ る 。 む しろ ， 社会政策分野 で は
， 80年代 に は 「左か らの

感化」さえ確認 で きる 。 ボル ヒ ェ ル トらの 言 うところの
， 保守 リベ ラ ル 的ない しはキ リス ト

教民主 主義的言説へ の 社会民主主義の 適応 （「第三 の 道」をめ ぐる 議論の 中で 最高潮に達 した）

は ，90 年代に入 っ て 始 まっ た こ とで ある 。

　 そ の 後 ， 80年代緑の 党の 社会政策 コ ン セ プ トは ， 党内論議の 対象 とな っ て い な い 。 そ うし

た論議の た め の 機が熟 して い る こ と を考える な ら ， 驚きで す らある 。 例 えば
， 女性の 労働市

場 へ の よ りよ き統合 をめ ぐる議論におい て ，職業労働 と家事を両性問で 公正 に分 担する こ と

を求め た 80年代緑 の 党の 要求は，時宜 に 適 っ た もの の はずで ある。 また，市民社会的関与の

強化を求め た こ とや ，

一
方で は集団的基礎的所得保証の ， 他方で は社会的自助の再定義を行 っ

た こ とは ， まさに 「積極化 され た社会政 策」 をめ ぐる現下 の 議論 につ なが っ て い る はずで あ

る 。 それ に もか か わ らず，
80年代の イ ノ ベ

ー
テ ィ ブ な問題提起は

， 国家 コ ン ト ロ
ール に よる

社会政策へ の 幻想 と無造作 に混線 させ られ る とこ ろ とな っ て い る 。 基礎的所得保証に基づ く

労働 と所得の切 り離 しと い うコ ン セ プ トを ， 緑の 党が要求 しな くな っ て 久 しい 。そ れ どこ ろ

か ， 職業労働 を前提 と した政治を行 うこ とが疑 問の 余地 な く責任 あ る態度で あ るか の よ うな

言 説が ， 行 き渡 っ て い る 。

　 赤緑連合の い くつ か の 改革政策が，緑の 党が か つ て 要求 した こ との 実現で あるか の よ うに

言わ れ る こ とが ある 。 例えば ， 2001年の 年金改革 に よ り基礎的社会保障 とい う考え方が老齢

年金制度に組み入 れ られ たが ， それ は どち らか とい えば社会民主 主義 の モ デ ル に近 い もの で

あ り， 緑の 党の コ ン セ プ トと通底す る もの とは見 なせ な い 。 2001年に連邦政府が貧 困報告書

を提 出 した こ とは ， 緑の 党の 伝統的立場 と通 じる もの で ある とは い え， 80年代 に貧 困 と い う

テ
ーマ を政治ア ジェ ン ダに 載せ たの は緑の 党だ っ た とい うこ とは，今 日で は忘れ られて い る 。

　 80年代緑の 党の 社会 政策 コ ン セ プ トが ほ とん ど重 視さ れ な くな っ たの は ， ある著者が 「政

党の 国家化」と評 した ところの 展 開 と関連が ある 。 地方 自治体や州 か ら始 ま り， 1998年 9月

に は連邦 レベ ル で の SPD との 連立政権が 形成さ れ る とい うふ うに
， 政権党 と して の 責任が 増

大 して い くの に伴 い
， ドイツ の 社会政策に特徴的な「中道路線」へ と転換 して い っ た の は ， 緑

の 党 とて例外 で はな い 。
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　80年代緑の 党の コ ン セ プ トが ， 政治ア ジ ェ ン ダか ら完全 に消 え去 っ たわけで はない 。 なぜ

な らそれ らの うちの い くつ か は ， 今や ，
PDS （旧東独共産党末裔政党で

，
2005年以降は左翼

党 とよばれ る ：筆者注）に引 き継がれ て い る か らで あ る 。 PDS 綱領で は ， 社会的労働 シ ス テ

ム の エ コ ロ ジー
的再編成 ， 官僚主義の 克服 ， 当事者 に よる 自助組織の 促 進 ， 社会保 障給付 と

職業労働 との切 り離 し， すべ て の人 に対する必要性志 向の基礎的社会保障の 導入 ， な どとい っ

た こ とが 要求 されて い る 。

3 ． ベ ー シ ッ ク ・イ ン カム論の SPD へ の 波及 と その限界

3 ． 1．ベ ル リン綱領 前夜における オル タナ ーテ ィ ブ思考の 高 ま リ

　 ゴ ール の 論稿に もある よ うに，80年代緑の 党の 社会政策 コ ンセ プ トは ，ベ ル リ ン綱領に 向

けて エ コ ロ ジー・オ ル タナ ーテ ィ ブ思考が頂点に達 した 当時の SPD に思想 的影響を及ぼ した 。

こ の方向で の 理論的探究は ， 従来の SPD の路線全 般 に関 わる根本 的 な問い 直 しを含 む もの だ

が ， それ は主 として 次の ふ た つ の 舞台で 行われた 。

　ひ とつ は ，
エ ッ プ ラ

ーを委員長 に据 え 1974 年か ら活動 を開始する 「基本価値委員会」で ，

こ れ が 後に SPD 新綱領草案を作成 する母体 とな る 。 同委員会 は 1982年 ， 「労働運動 と社 会 的

意識 お よび行動の 変化」 とい う答申 （第五報 告）を出す 。

　「
……しか し， まさ に こ うした状況 で あ るか らこ そ ， 労働運動 は

， もは や 『体制批判 』に消

耗 しきらず ， まして行 き詰ま っ た上か らの 改革のお 恵み を待 とうとして い るわけで もな く，自

発 的に 自らと仲間 との た め に何か を変え よ うとして い る 人々 の
， 積極的な基本的衝動を真剣

に受け止 める理 由がある 。

……こ の 意味で ， 今 日， 両性 間の 行動の 変化 ， 親子 関係 ， 様々 な

種類 ・目的 を もっ た何 百万の 小 グル ープ ，学校前 ・学校 ・大学の 組織， 自主運営の 青少年セ

ン ター
， 教会活動，若者の 政治活動，女性運動，その 他無数の オ ル タナ

ー
テ ィ ブ な労働 ・生

活形態などに見 られ る もの が ，政治的に大い に重要で ある こ とを認識 しな くて はな らない 。 何

年 も前か ら ， ア メ リ カ で い われ て い る 『草の 根革命』が進行して い る の で ある 。 したが っ て

社民党に とっ て は次の 結論 となる 。 自ら社 会的 に活動 し， 人 間的 な生 活と労働 の 道を捜 し求

め る人 々 へ の 尊敬 。 こ うい う意味で活動 して い るすべ て の グ ル ープ と話し合 う用意が ある こ

と 。 助力，活動の 余地 ， 官僚主義的妨害の排除が 必要 とされ る ときに は最大限の 協力の 用 意

が ある こ と。 」 （永井 ， 1990， 152〜 153頁）

　こ こ で 言われて い る の は ， 社会的自助 を重視 した福祉国家改造へ の 意図で ある 。 そ の 背後

に は ，
エ コ ロ ジ ー

，
ジ ェ ン ダー論 労働 時間政策な ど さまざまな観点か ら の ， 変化 しつ つ あ

る社会秩序へ の 根本的な問い 直 しがあ り， そ の 意味で ， 80年代緑 の 党の 社会 政策論 や ベ ー

シ ッ ク ・イ ン カ ム 論 をリ
ー ドした論者た ち と， 問題関心 を共有して い る 。 だ が こ の 方向性は

既存の 社 会 国家路線 と断絶 して い るだ け に ， 党内で 物議 を醸す こ と は必至 だ っ た 。

　当時の SPD には
， 新路線を求め て 理論的探究を行 う舞台が もうひ とつ あ っ た 。 1990年選挙
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の 連邦首相候補 ラ フ ォ ン テ
ー

ヌ が 主導する 「進歩 90」とよ ばれる サ
ー

ク ル で ある 。 彼の 理論

活動に つ い て は 日本で もか な り紹介されて い るが （ラ フ ォ ン テ
ーヌ 1989， 90， 他），注 目すべ

きは彼が ， 賃 金補 償な き時短を主張 して労働 組合 か ら激 しい 批判 を浴 びた こ とで ある 。 こ う

した言動に は い くぶ ん ポ ピュ リス ト的なとこ ろ があ り， また
， その 後の 経緯を知る 今日の 我々

か らすれば ， 彼の 理論的業績や態度を疑問視する 向きもな い わけで は ない ． た だ しこ の よ う

な問題は ，
ベ ー

シ ッ ク
・イ ン カ ム

， な い しはそれに付随する 時短や ワ
ー

ク シ ェ ア リ ン グ に つ

い て 考える際 に ， 避 けて 通 れ ない もの で ある 。

　とはい え ，
エ コ ロ ジー ・オル タナー

テ ィ ブ思 考が ，
ベ ル リ ン綱領採択 後の SPD に ， 主流意

見 と して 定着する こ とは なか っ た。 これ は単 に
， 東西 ドイ ツ 再統

一 をは じめ とする 時代的要

因にの み理 由を求め る べ きで は ない
。

エ コ ロ ジー
は フ ォ

ー ド主義の体制政党 として の社会民

主 主義 に と っ て は異質な発 想で あ り， SPD が 本当 にその 方向で の 路線転換 を行 い 得る とすれ

ば
， 相 当に大胆 な思想的 自己刷 新が必要 だ か らで ある 。 あ くまで も労働 中心 の 価値観に立脚

し， さまざまな社会経済的利害 を糾合する国民政 党SPD に と っ て ， 新 しい 発想は抵抗 な く受

け入れ られ る もの で はなか っ た 。

　緑の 党の提案に対 し ， SPD や 労働組合か ら数々 の 批判が 出 されたが ， そ の代表的なもの が ，

Gewerkschaftliche　 Monatshelfe 誌に掲載 され た ペ ーター・グロ ッ ツ の 論 文 （1986年）だ ろ う、

同論文は，ベ ーシ ッ ク ・イ ン カ ム を支持す る議論 を批判 的に概観 した後 ， あ くまで も労働へ

の 権利を重視す る立場か ら ， 近年の ベ ー
シ ッ ク ・イ ン カ ム 論 に内包 され る危険性に警告を発

する 。以 下 に示す ， 「最 も大 きな危険／ 勤労 シ ス テ ム の ダ ブル ス タ ン ダー ド化」 と い う節

（Glotz，1986．　 S．187−191．）の抄訳 を見 なが ら， 80年代の SPD と緑 の 党が ， 時代変化の 中で の

労働 観の 問い 直 しとい う点で問題 関心を共有 しなが ら ，
ベ ーシ ッ ク ・イ ン カ ム に対 して 対照

的な立場を とる に至 っ た理 由を考えて い こ う。

3 ． 2．ペ ーター ・グロ ッ ツ によ るベ ーシ ッ ク ・イン カム 論批判

　 （ベ
ーシ ッ ク ・イ ン カ ム の ような）提 案が 出て くるの は ， あ る意味 で 当然で ある 。 理念 的に

は ，所得 とは，各人の 生産活動へ の参与の 報酬 として 支払われる 。 今や私た ちは，人間の 労

働が将来的 に も ， 所得 に対する妥当な評価基 準で あ り続 ける か どうか ， 問わなけれ ばな らな

い 。 資本要 因へ の 価値 源泉 の 重点移動 に鑑み ， 所得か ら労働 を切 り離そ うとする の は ， 論理

的 な帰結で ある 。 将来の 社会で は，新 しい タ イプの 所得 移転 す なわち労働か らで はな く利

得 か ら得 られ た所得の 移転が ， 特徴的な もの と なる と も考 えられる 。

　この よ うな展開は まだ起 こ っ て お らず ， さ しあた り私た ちが 直面 して い る の は
， 拡大 しつ

つ あ る不平等の 問題 で ある 。 90％ の フ ル タイム 労働者 と10％ の 失業者 の 間の 不平等は時短に

よ り解 決 し得 るの だが ， 高生産性部 門 と低生産性 部門 との 間の 問題 は複雑で ある 。 最低 限所

得保証 とい うア イデ ア は ，こ うした不平等を緩和する ど こ ろ か，それ を固定化す るおそれ が

ある 。 労働市場か らの 退 出 とい うか たちで の 最低限所得保証の 提案 は，方向性を誤 っ た 提案
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で あ る 。

　第
一

に こ の 提案は
， 社会の 二 極分化 を促進す る 。 自ら と家族の た め の 妥当な額の 所得 を得

て ，社会的富の 分配に参与で きる特権層 と，最低限所得 （現状で は，生活保護等 を超え る支

給水準 とはな らない ）に甘ん じ， 社会的リス ク に対 して 十分な備えの で きな い 階層 と。

　こ の 分裂 を ， 全 く違 っ た ふ うに描 写す るこ と も可能で ある 。 勤労シ ス テ ム か ら退 出した者

は
， 「偽 りの 労働か ら の 解放」に成功 した の だ

，
と。 彼 らは 自由な時間 を有 し， 自己 を実現 す

る こ とが で きる 。 実際私 （グ ロ ッ ツ ）は ， 少な くない 人が ， わずか な所得移転 （生活保護 ， 失

業手 当 ， 奨学金等）を基 にオ ル タナー
テ ィ ブ団体で働 い た り， 文化

・芸術活動 に従事 した り

す るこ とを知 っ て い る 。 「最低 限所得保証の 提案で は ， 人生の 意味の 探 求に経済的保証 を与 え

る こ とが 目的だ」とある論者は言 う。 こ の 意味で は ，最低限所得保証の 提案 に は信憑性があ

る 。 390マ ル クで は足 りな い が 800マ ル クあれば ， 吐 き気 を催す ような労働 ・経済シ ス テ ム か

らお さ らば して ， 自由の うち に暮 らせ る だ ろ う。

　 こ うした願望 は理解 で きない わけで はない 。 だが社会共同体的政策 ス トラ テ ジ ーを想定 す

る際 に見過 ご されて は な らな い の は
， 賃金労働 か らの 解放 と引 き換えに物質的豊か さを放 棄

して もよい と考える人は少数派に すぎない ，とい うこ とで ある 。 自動車や ，作 りつ けの棚や，

イ タ リア旅行 だけが問題 なの で はな い 。 子 どもを持 ちた い と い う願望 ， 病気 へ の 心配 ， 親の

介護 の 必 要 ， 子 どもの 教 育費な ど の ゆ え に ， そ うなの で あ る 。 ミ ヒ ャ エ ル ・シ ュ ラ イヤーは

言う。 「労働市場か らの 解放を意図した 最低限所得保証 も，商品市場へ の 従属 とい う問題 を解

決するわ けで は ない 」。 人は本能的にそ れを知 っ て い る ゆえに，勤労シ ス テ ム を忌避する の で

はな く， その 中に居場所 を失 うこ とを恐れ る 。 失業は 「解放」な どで はな い 。 300万人 の 失業

者た ちが ，その うち半分 は最低限所得 を上 回 る額の 失業手当を受けて い る の だ が ， 彼 らが幸

福 だ と感 じて い な い の を， ど う説明す るの か 。 彼 らの 「誤 っ た」思 い こみが原 因なの か 。 も

しそ うな ら，彼 らに 「正 しい 」処方箋をあて が うの が よ い の か もしれ な い が 。

　第二 に ， 職業労働の 外に人生 の 意味を見出す者 は ， 少数派にす ぎな い 。 無業者に は金が な

い ため ，
マ イホ

ーム の増 改築 もま まな らない 。 ク ラ ウ ス ・オ ッ フ ェ は ， 少 な くともこ の側 面

に気づ い て は い た 。 「労働市場か らの 切 り離 しが ，寛容度の 高い 社会政策の ゆえに物質的 に は

不 自由しない かた ちで なされた と して も，それは経済的に非効率的なだ けで は な く， 意味あ

る行為を求め る メ ン タ リテ ィ を根本的に傷つ けるだ ろ う」。 失業者に とっ て 心理 的負担の ほ う

が物質的 なもの よりも重 大で ある こ とは ， 多 くの 研 究が示 す とこ ろ で あ る 。

　こ うした議 論 を読 みなが ら， 私 （グロ ッ ッ）は ， 職業生活か ら排除 された 者が何 をして い

る の だろ うか と考える の だが ，答 えは見 つ か らない
。

一
方で は ， ト

ー
マ ス ・シ ュ ミ ッ トの 議

論で は ， 「無業者」で あ っ て も， 最低 限所得保証をめ ぐっ て交渉す る労働組合 に組織 され た人

た ちが想 定されて い る 。 もし本 当 にこ れ が労働 しない 人 な らば ，
こ の 種の 提 案 は ， 人間 の 本

質的な欲求と権利 を傷つ けて い る こ とになる 。 少数派を度外視す れば
， 目的を持 っ た社会共

同体的行為 （職業労働 も含む）は ， 自己実現 の 重要な形態の ひ とつ で ある 。 や る べ きこ とは
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他 に もある の だ か ら， と言 う人が い るか もしれ ない
。 だが見過ご され て は な らな い の は ， あ

らゆ る仕事は放 っ てお い て も成果が 上が るもので はな く， 組 織化 され ねばな らな い とい うこ

とで あ る 。 賃金労働か らの 解放が社会 主義の 伝 統的要求 だ っ た として も， 勤労 シ ス テ ム そ れ

自体か ら逃れ る こ とはそ うで は なか っ た はずで ある 。

　他方で シ ュ ミ ッ トは ， 「オル タナーテ ィブ 的新企業の 創設」に言及する 。 なる ほ ど ， 情報技

術の発達などに よ り非集権的な独立 自営業者の活躍する余地が生 じて い る 。 だが ， オル タナ
ー

テ ィ ブ企業に も 「普通 の」企 業 と同様 の リス クが あ るこ とを度外視 す ると して も ，
こ うした

「新 しい 」経済構造 の 下で も少数 の 企業家 と多数 の 賃金労働者が い る こ と に変わ りは ない 。 「オ

ル タ ナーテ ィ ブ」とい う接頭辞を つ ける こ とで ，雇用者 と被雇用者の 違い が解消され る わけ

で は な い し， ま して や資本 と労働の 対立が 止揚 され る わ けで もな い 。 もし こ の モ デ ル が 伸張

して新 しい タイプの賃労働者が古 い タイプ と並 んで 出現 した と して ， 前者が後者 と違 うの は ，

最低 限所得保証 があ るの みで
， 利益代 表や社会保障が ない と い うだ けの こ と で あ る 。 私 （グ

ロ ッ ツ）はその よ うな もの に興味 は ない
。

　第三 の ，そ して最 も重要なこ とは，最低 限所得保証 とい う戦略が大量失業の 恒久化 とい う

危険を は らんで い る とともに ， そ れが 単 に古典的な退 出戦略にす ぎな い と い うこ と で ある 。

「職 業生 活か ら失業 へ の 移行 は よ り円滑 になされ る ようにな る」とい う。 こ の ア イデア の 意味

す る こ とは ，エ ル ン ス ト・
ア ル プ レ ヒ トの 次の 言葉の 中に読み 取れ る 。 「労働 とは，高給が 支

払わ れる ポ ス トに就 くこ とと同
一

視され る べ きで は ない
。

……有意義な労働 を行 うこ とは 万

人 の権利だが ， 全 員が高給取 りに なれ るわ けで はない 」。 労働へ の権利が ， 労働ポス トへ の 権

利 と切 り離されて い る 。 それは
， 失業に対する最 後の 安全装置を取 り外す こ と で は な い の か 。

最低限所得保証 によ っ て幾ば くかの 扶助を得 る反面 ， 失業者の 社会的地位 は公認 の もの と な

る 。 失業者は次の よ うな言葉を耳にする。全 員が 高給取 りには なれ な い の だか ら，失業は 恥

で は ない
。 あなた方は ， 最低限所得保証に よ り生 きる に十分な収入は得て い る 。 好 きな こ と

をや っ て ， 自己 を実現 しなさい
， と。

　こ こ に至 っ （最低限所得保証戦略が遭遇す る の は
， 失業問題の 重圧 をや っ か い 払い しよ う

とす るあ くど い 利 害関係で ある 。 完全雇用 な ど公式の 目標で は な く， 恐 れ る に足 らない もの

として放棄 され る。新規雇用 は労働力の売 り手市場 を生 み賃金上昇 を招 くと い う理 由で 時短

を拒否 した ， 連邦政府の 経済エ キス パ ー トの 2 年前の 議 論を思 い 出そ う。 こ こ で は ， 賃金上

昇圧力 を抑制す るた め に ， 失業を恒常化 させ るこ とが推奨 され て い る 。 「完全雇用 の イデ オロ

ギ・一」 （シ ュ ミ ッ ト）が 公式に放棄 され ，「同質的な労働組合 ブ ロ ッ ク」が 液状化すれば
， 労

働者は 19世紀 と同じ よ うに ， 「高給ポ ス ト」をめ ぐっ て 賃金 ダ ン ピ ン グ競争を繰 り広げる だ

ろ う。その 間 ， FDP の ハ ウ ス マ ン が ， 失業者 な どに対す る労働協 約以下 の賃金 を可 とする提

案を行 っ て きた 。 トーマ ス ・シ ュ ミ ッ トが ， 権力者は もはや 最低限所得保証へ の 署名を拒 ま

ない と書い た と き， こ の こ とを意味 して い た の だ ろ うか 。

　 こ うした事情 を考え る な らば ， ヴ ォ ブル バ や オ ッ フ ェ が基礎 的所得保証を 「労働市場 を完
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全 な もの とするための機構」だ と解釈するの は ， 重大 な理論的誤謬だ と言わ ざる を得 ない 。そ

こ で は ， 労働 に従 属 しない 所得へ の 道が 開か れる なら ， 労働力供給は減少する ゆ え ， 雇用対

策上 好 ま しい 効果が 出る と想定 されて い る 。 ヴ ォ ブル バ や オ ッ フ ェ は シ ュ ミ ッ ト以上 に楽観

的に ， 基礎的所得保証の 額を上 げ下げする こ とに よ り， 労働市場 を止揚 し コ ン トロ ール で き

る調 整弁を発見 した と考えて い る 。 それ は ， オ ッ フ ェ に よれ ば ， あま りに も多 くの人 が労働

市場 か ら退出す るこ と に対 して保守派 に警戒心 を抱 かせ るもの で あ り， ヴ ォ ブル バ に よれば ，

労働力売 り手市場に よ り労働者の 待遇改善につ なが る もの で あ る 。 しか し ，
ベ ーシ ッ ク ・イ

ン カ ム が 労働力売 り手市場を引き起 こすほ どの もの だ とい うの は，全 く非現実的で ある 。 ヴ ォ

ブル バ は は か らず も， 自らの 思考の 矛盾 をさ らけ出 して い る 。 「厳密に言 えば ，
ベ ーシ ッ ク ・

イ ン カム が導入 されて は じめて 労働市場につ い て 語 るこ とがで きる」。 ハ イエ クが こ ぼ して い

る よ うに ，労働市場は まだ厳密な意味で は市場で は な く，ノ エ ル ≡ ノ イマ ン女史の オ レ ン ジ

定理は まだ完全 に は実現 して い な い （
一

定の 価格の 下で オ レ ン ジ の 供給過剰が生 じた場合，オ

レ ン ジが多す ぎるの で はな くオ レ ン ジが高す ぎる の だ とされ るが ， それ と同様に労働市場の

場合で も， 市場適正価格の 下で は失業は消失する とされる）。 もし （ベ ー
シ ッ ク ・イ ン カ ム へ

の 言 及が 頻繁 になされる 中で ）労働 へ の 権利 とそれ に付 随す る賃金協約上 ・
労働 法制上 の 保

護措置が 撤廃 され る な らば ， 労働市場は 本当に ，オ レ ン ジ定理 が 想定する よ うな 「市場」に

成 り下が っ て しま うだろ う。

　オ ッ フ ェ はオ ル タナー
テ ィ ブ経 済セ ク タ

ー拡大 の 中 に展望 を見出すが ， そ こ で も状 況はよ

い わけで は ない 。 なぜ なら， 経済の ダブ ル ス タ ン ダー ド化は勤労シ ス テ ム の ダブル ス タ ン ダー

ド化で もあるか らで ある 。 ヴ ァ ル ター・ハ ーネ ッ シ ュ が 冊子 の 中 で エ ッ セ ン ス を語 っ て い る 。

「（それ は）勤労シ ス テ ム の ダブル ス タ ン ダー ド化 を押 し進 め るだ ろ う。最低限所得保証が 導

入 され て も ， 既存の 経営体に と っ て は原価計算の 基礎条件は不変の ままだが ， 共同経営体で

は
， そ の メ ン バ ーが （基礎的所得保証か ら）メ リ ッ トを得て い るため ， 労働 コ ス トの 引 き下

げが 可 能 となる 。 既存の 経営体は 競争力を失い
， 市場か ら退出せ ねば な らない か もしれない 。

そ こで働 い て い る人たちは ， 賃金所得の 大幅減か ， 失業か の 岐路に立 た され る こ と とな る 。」

4 ．
ベ ー シ ッ ク ・ イン カム論の 到達点 と今後 の展望

　 ゴール に よ る緑の 党の 社会政策 コ ン セ プ トの 紹介 とグ ロ ッ ッ の ベ ー
シ ッ ク ・イ ン カ ム論批

判 とを比 べ て み る と ， 赤緑連合を構成す る両政党間に （少な くとも1980年代の 時点で は）大

きな政策的相 違が あ るこ とがわか る 。
ゴ ール は ，

ベ ーシ ッ ク ・イ ン カ ム 論や時短 に見 られ る

新 し い 社会政策 コ ン セ プ トは
， 労働中心主義的な SPD に は根付 か なか っ た （そ の 意味で は グ

ロ ッ ツ とて例外で な い ） と結論づ ける 。 しか しグ ロ ッ ツ の ベ ー
シ ッ ク ・イ ン カ ム論批判 を再

読す るな ら ，
ゴール の 批判 は必ず しも当 た っ て い ない ように思 われる 。 グ ロ ッ ッ は現代社会

の 変 容 に 早 くか ら関心 を寄せ ， そ の ような中で の 政 治の あ り方を模索 して きた SPD の理 論
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家で あ る だけに ， なお さ らそ うで あ る 。 彼の 論稿は ， 保守 的な労働 運動サ イ ドか らの 反発 と

い うよ り，
む しろ

，
こ の 時点にお ける ベ ーシ ッ ク ・イン カ ム 論の 到達水準の 未熟 さを逆照射

する もの とい える 。 本稿の 締め くくりに あた っ て ， 両者の 議論の 比較を通 じて 見えて くる ベ ー

シ ッ ク ・イ ン カ ム 論の 問題点 を簡単にで はあ るが検討 し ， 今後の 理 論 的発展 を展望す る手が

か りとした い 。

　両者 の 主張が異 なる理 由と して ，第
一

に，十分 な水準の 基礎的所得保証 の 実現可能性に 関

し て の 解釈の 相違が 挙げ られ る 。 緑の 党が 86年 に策定 した必要性志 向基 礎的社会保障案 （こ

れ は社会保障の 延長で あ り，
ベ ー

シ ッ ク
・イン カ ム で は な い ：筆者注）で は ， 1人あた り月額

1000マ ル ク以上の 給付 金が 要求 され て い る 。 こ の 水準 の 支給があ れば ， 賃金労働 に依存 しな

い 自己実現 や社 会参加 につ い て構想す る こ と は可能 だろ う。 しか し実 際問題 として ， すべ て

の 人 に こ の 水準の 所得保証 を行 うこ とが 困難だ とすれ ば，生 計の ため に賃金労働 を余儀な く

さ れ て い る多 くの 入 々 に とっ て，緑の党の描 く労働社会の 未 来は画餅 にす ぎな い こ ととなる 。

グ ロ ッ ッ が ， 労働社会 の 変容 とい う点 で は問題 関心 を共 有 しつ つ も ，
ベ ー

シ ッ ク
・イ ン カ ム

に批判 的 な立場 を とる理 由の ひ とつ は
， 十分 な水準 の 基礎 的所得保証 は現状 で は不可能 と考

えるか らで あ る 。 彼 は
， 将 来構想 よ りも，90％の フ ル タイム 労働者 と 10％ の 失業者 ， 高生 産

性部門と低生産性部門とい っ た，現時点で の不平等の 問題に よ り多 くの 関心 を向けて お り， そ

の 意 味で 労働組合 に 近 い 立場を とるこ とにな る 。

　問題関心 を共有 しなが ら主張が異 な る第二 の 理 由 と して ， 中途 半端 な額 の 最低 限所得保 証

が ， か えっ て ，大量失業の 原因 を
一

面的に賃金の 下方硬直性に求め ，各種の 規制を否定 し，市

場 メ カ ニ ズ ム を通 じた 労働力価格 の 引き下 げを求め る新保守主義者の 要求 に適 っ た もの に な

りか ねない ， とい う事情が ある 。 そ もそ もベ ー
シ ッ ク

・イ ン カム 論は左 派オル タ ナ
ー

テ ィ ブ

に特 有の 主張で は な くさまざまな政 治的立場 と接合 し得 る もの だ が ， 上 の 論稿 の 中で グ ロ ッ

ッ は ，
ベ ーシ ッ ク ・イ ン カ ム を支持す る論者 と新保守主義の 経済理論 と の 問 に親近性があ る

こ と を強調する 。 これ で は ，賃金労働へ の 従属を断ち切 り有給 ・無給 を問わ ずあ らゆる社会

活動が 評価 され る とい う理想 とは裏腹 に ， 貧困が 固定化 さ れ ， 最低限所得保証制度 も政治の

無為 を正 当化す る「ア リバ イ」の ようなもの に矮小化 され て しまう。 もちろ ん左派オル タナー

テ ィ ブの 論者の 意図は ，そ の よ うな とこ ろ に ある の で は な い
。 しか しそれが ， 実 際の 政治の

中で 新保守主義的言説 と結び つ い て ， 当初考えられ て い た もの とは似て も似つ か な い もの と

な る危険をは らん で い る とすれ ば ，
ベ ー

シ ッ ク ・イ ン カ ム 論 に は容易 に克服で きな い 難問が

伴 うこ とに なる 。 その よ うな問題が起 こ る の は給付水準が 低す ぎるか らだ ， との反論はある

か もしれない 。 こ こ で 議論 は再 び ， 十分な額 の 基礎 的所 得保証が実際 問題 と して可 能なの か ，

とい う第
一

の 問い に帰着す る 。 こ れ が示唆する こ とは ，ベ ー
シ ッ ク ・イ ン カ ム とい うの は，ま

ず導入 して段階的に 目標 とする水準 を目指す とい うや り方が 難 し い
， オ ール ・オア ・ナ ッ シ

ン グ的 な性格 を有 す る とい うこ とで ある 。

　両者を分か つ もの と して
， 第三 に

， 労働 観の 違い が挙 げられる 。 労働 へ の 権利は譲 り渡せ
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ない とい う立場 に立 つ グ ロ ッ ツ は ， ワ ーク シ ェ ア リ ン グの 可能性を認 め つ つ も ， 左翼は なお

も完全 雇用型社会を右派の 言説に対置すべ きと考 える （Glotz，1986，　 S．192．）。 それ は ， 雇用

機会 の創 出 によ り社会福祉 の 財源 を確保 す るた めだ けで は な く，彼が 「3分の 2社会」を望 ま

し くな い と考 えるか らで あ る 。 こ こには
， 労働こ そが 自己実現 （ない しは その 前提）とい う

立場が 反映され て お り，賃金労働 を超えた ところ に 自己実現 と社会参加の 契機を見 出すベ ー

シ ッ ク ・イン カ ム 論者 とは微妙に 主張 を異 にす る 。 彼の 議論 を ， 労働 中心 的価値観か ら抜 け

切れ て い な い 旧左翼 の 議論 ， と左派オル タナー
テ ィブの 見地か ら断罪す る こ とはた やすい

。 し

か し ， 労働社会の 後に来る社会の イ メージが ，同時に新保守主義が標榜する市場万能主義へ

の ア ン チ テ ーゼ とい うか た ちで 具体化さ れ て い る か とい うと ， む しろ左派オ ル タナ
ー

テ ィ ブ

の ビ ジ ョ ン の ほ うに不明瞭な ものが残 る ， と言 わ ざるを得ない 。

　そ して その こ とは ， 早 くか らベ ーシ ッ ク・イ ン カ ム を提唱 して い た ア ン ドレ ・ゴル ッ が ，労

働 は権利 で あ る とと もに義務で あ る と考えて い た こ とを思 い 出す な らば （ゴ ル ツ ， 1997， 343

〜344頁）， い っ そ う複雑な思 い が 募る 。 思 うに ， 現状 の ベ ー
シ ッ ク

・イ ン カ ム 論で は ， 来 る

べ き社会にお ける労働 ビ ジ ョ ン の 明確化が ， まだ十分 に は行い 得て い な い の で はない か 。
ベ ー

シ ッ ク ・イ ン カ ム 論が想 定する ， 職業労働 と所 得の 切 り離 しを通 じた 自己実現 と社会参加の

促進 とい うこ とに，適合的な例 を見つ け出す こ とは困難で は な い 。だがすべ て の 人がそ うで

ある とは 限 らない
。 例えば ， 基礎的所得保証 に よ りもた らされた好条件が ， 公 共的社 会活動

へ と向か うこ とな く， もっ ぱ ら私的 な関心事の 充足 の た めに使 われ る ， とい うこ と も考えら

れ る 。 こ の 場合に は ， 有給ない しは無給の 社会的有用労働に参与 しない 者 もそれ に従事する

者 と変 わ らぬ 待遇 を受け る こ とに なるが ， こ の 種の 不公平感は 「フ リ
ー

ライ ダ
ー
」問題 とし

て広 く知 られ て い る。 これ に対 して 説得的な解答が与え られる な らば ， 勤労社 会の価 値観 に

立 つ 者の 問に もベ ーシ ッ ク ・イ ン カ ム 論が受け入 れ られる 素地が 出て くる と い えよ う。

　こ の ように考 える と
，

ベ ーシ ッ ク ・イ ン カ ム論は なお も， 理論 レベ ル にお い て も未成熟な

もの を残す ，
と結論づ けざる を得 ない

。

　その 後緑の 党は ， 1998 年 1月 ， 基礎的社会保障政策案 （Grundsicherung）を発表する 。 主

導的役割 を果た した連邦議 会議員に よれば ， 基礎 的社会保 障 とい うア イデア は 80年代 緑の 党

の オル タナ ー
テ ィ ブ 政 策に端を発する もの だ が ， それが 時間 を経る 中で

， 最低限所得保証

（garantiertes　Mindesteinkommen ），基礎的年金制度 （Grundrente）， さ らに は必要性志向の

基礎 的社会保障 （bedarfsorientierte　Grundsicherung） へ とか たち を変えて きた 。 そ うした

議論の 到達点 として の具体的改革案 をも っ て ， 緑の党は ， 受給対象者が遠慮 が ちな申請者 と

して で は な く権利 の 行使者 と見 な される よ うな ， 新 しい 社会政策ビ ジ ョ ン を提示 した の だ と

い う （Bundnis 　 90／Die　 GrUnen 　 Bundestagsfraktion
，
1998

，
　S2 ．）。こ の 改革案で は ， 従来の

生活保護 ， 失業手当 ， 庇護権申請者へ の 支給金制度が一
本化 され ， 自らの 生計を維持する の

に十分な所得な い しは資産を持 たな い 人 々 に支給金 を交付 す るこ とが企 図 され て い る 。 その

支給金 は ， 単身者で 月額 800マ ル ク ， 夫婦 で 1360マ ル ク ， それ に子 ど も等の 被扶養者 1 人に

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Kogakuin University

NII-Electronic Library Service

Kogakuln 　 Unlverslty

研究ノート ・もうひ とつ の 「赤と緑」の 実験 75

つ き 560 マ ル クが加算 され る とい うふ うに ，従来の 社会保障給付 を上 回 る水準 の もの とな っ

て い るが ， その ため に予想 され る 120億 マ ル ク の 財源不足は ， 相続税お よ び財産税制度の 改

革に よ る歳入増で 賄わ れ る （Ebd ．，　 S．8，　S．11．）。

　こ の 改革案 に対 して は ， 各方面 か らの 批判 が出て こ よう。 特に ， 従来 の 制度 と比 べ 高水準

の社 会保障給付 を 「金持 ち」課税 の 強化 とい うかた ちで捻 出す るこ とに対 して は ， 保 守派か

らの 強い 抵抗が 予想 される 。 基礎的社会保障プ ラ ン の 実現可能性 に関する議論は さて お き，こ

こ で は ，80年代緑の 党の 社会政策 との 関連 に つ い て の み 考察 しよう。

一
見 して わか る こ とだ

が ， こ の改革案 はあ くまで も貧困対策 として 設計されて お り， 職 業労働 と所得を切 り離 した

上 で 自己実現 と社会参加の 促進 を図 る と い うベ ーシ ッ ク ・イ ン カ ム論の 基本 コ ン セ プ トは影

を潜め て い る。 これ につ い て は ， 緑 の 党 が政 権参加 の 経験 を積む 中で よ り現実主義的で プラ

グ マ テ ィ ッ クな方向で の 政治的変位が み られ たの だ， と評する こ とも可能で は ある が ，新社

会運動起源政 党の ラデ ィ カ ル な問題提起 が またひ とつ
， 具体 的 な政策 として実現する こ とな

く消え去 っ た ， とい う側面 も否定 しよ うが ない 。

　す なわち，緑の 党の 政治家の 公式説明 とは裏腹に ， 80年代緑の 党の 社会政 策 コ ン セ プ トと
，

98年の 基礎的社会保障政策案 との 間に は ， 大 きな断絶が あ る 。
こ れは ゴ ール が ， 赤緑連合連

邦政府の労働市場政策 を評価する 文脈で ， 緑の 党の ベ ー
シ ッ ク

・イ ン カ ム 論的な発想 は 98年

連邦議会選挙 まで には大 き く後 退 して い た と指摘 するの と ， 通 じる と こ ろ があ る（Gohr，2003，

S．45．）。
ベ ーシ ッ ク・イ ン カ ム 論 に関す るその 後の 探求 は ， 研 究者 ， あるい は よ り左 翼的 な立

場の 政 治家の 間 で継続 され る の だが ，そ こで の 理論的展 開 に つ い て は 別稿 に譲 らね ばな らな

い
。
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